
指宿市告示第69号

指宿市空き家リフォーム事業補助金交付要綱を次のように定めた。

令和５年４月１日

指宿市長 打越 明司

指宿市空き家リフォーム事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この告示は，市内に存在する空き家等の有効活用を図り，本市への移住

又は定住を促進するため，空き家のリフォーム等に要する費用に対し予算の範

囲内で指宿市空き家リフォーム事業補助金（以下「補助金」という。）を交付

することについて，指宿市補助金等交付規則（平成18年指宿市規則第38号）に

定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この告示において，次の各号に掲げる用語の定義は，当該各号に定める

ところによる。

(1) 空き家等 個人が市内において居住を目的として建築し，現に居住してい

ない，又は近い将来居住しなくなる予定の建物及びその敷地をいう。

(2) 指宿市空き家バンク 指宿市空き家バンク実施要綱（令和５年告示第68号）

第２条第３号に規定する空き家バンクをいう。

(3) 所有者等 空き家等について所有権その他の権利により，当該空き家等の

売却，賃貸等を行うことができる者をいう。

(4) 利用者 指宿市空き家バンクを活用して，登録物件である空き家等を購入

し，又は賃借する契約を締結した者をいう。

(5) リフォーム 空き家の機能又は性能を維持又は向上させるため，空き家の

全部又は一部の修繕，補修，取替え等を行うことをいう。

(6) リフォーム工事 指宿市空き家バンクに登録されている売買契約を締結し

た空き家に対して市内業者が実施するリフォーム工事をいう。

(7) 家財道具の処分 空き家の利用のために不要な家財道具等の運搬及び処分

をいう。

(8) 仏壇等の撤去 空き家利用のために不要な仏壇，神棚等の撤去をいう。

(9) 市内業者 市内に事業所を有する法人又は住所を有する個人事業者をいう。



（補助対象物件）

第３条 補助金の対象となる空き家（以下「補助対象物件」という。）は，次の

各号のすべてに該当するものとする。

(1) 補助金の交付申請の日において，指宿市空き家バンクに現に登録されてい

る物件で，売買又は賃貸借された物件であること。

(2) 補助対象物件の購入又は賃貸借の契約日の翌日から起算して１年以内に，

リフォーム又は家財道具の処分等（以下「補助対象事業」という。）の完了

が見込まれる物件であること。

（補助対象者）

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は，次の

各号のいずれかに該当するものとする。

(1) 空き家バンクに登録した所有者等で，利用者と売買又は賃貸借契約を締結

し，契約日の翌日から起算して１年以内に申請する者

(2) 補助対象物件に３年以上居住する意思がある利用者で，所有者等と売買又

は賃貸借契約を締結し，契約日の翌日から起算して１年以内に申請し，かつ，

申請年度内に本市への転入手続きの完了が見込まれる者又は契約日において

本市に転入後５年を経過していない者

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する者は，補助金の交

付を受けることができない。

(1) 過去にこの告示による補助金の交付を受けたことがある者又は交付を受け

る予定がある者（同一世帯である者を含む。）

(2) 補助対象物件の売買又は賃貸借契約を，３親等以内の親族又はこれと同等

と認められる者と締結した者

(3) 市税等の滞納がある者

(4) 前３号に掲げる者のほか，市長が補助をするのに適当でないと認めた者

（補助対象経費及び補助金の額等）

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。），補

助金の額及び補助金の上限額は，別表第１のとおりとする。ただし，国，県又

は本市等の他の制度による補助金を受ける場合は，当該補助金の額を補助対象

経費から控除するものとする。



２ 次の各号のいずれかに該当する場合は，補助対象経費から除外する。

(1) 契約日時点において建築後10年を経過していない物件のリフォーム工事

(2) 外構，車庫，倉庫等の改修工事

(3) 住宅構造の改修工事を伴わない機器・備品等の購入及び設置工事（Wi－Fi

設置を除く。）

(4) 庭木の剪定及び除草等

(5) 所有者等又は利用者のいずれかが，この告示による補助金の交付を受けた

ことがある又は交付を受ける予定がある補助対象経費

(6) 前各号に掲げるもののほか，市長が適当でないと認める経費

（補助金の交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）

は，指宿市空き家リフォーム事業補助金交付申請書（第１号様式）及び誓約書

（第２号様式）に，次の各号に定める書類を添付して市長に提出しなければな

らない。

(1) 市税等の滞納がないことを証明する書類（非課税の場合は非課税証明書）

(2) 補助対象物件の売買契約書又は賃貸借契約書の写し

(3) 補助対象事業の実施予定場所の現況写真

(4) 補助対象経費の内訳が確認できる見積書等の写し

(5) 他の公的補助制度を利用する６場合は，その制度の申請書の写し

(6) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類

２ 第４条第２号に該当する申請者が，賃貸借契約を締結した補助対象物件のリ

フォーム工事を行おうとする場合，前項の申請書に，当該物件の所有者等から

の承諾書（第３号様式）又は承諾の内容を確認できる契約書等の写しを添付し

なければならない。

（補助金の交付決定）

第７条 市長は，前条の申請書の提出があった場合は，その内容を審査及び必要

に応じて行う実地調査等により，補助金を交付することが適当であると認めた

ときは，指宿市空き家リフォーム事業補助金交付決定通知書（第４号様式）に

より申請者に通知する。

２ 市長は前項の決定に当たり必要があると認めるときは，条件を付すことがで



きる。

（補助対象事業の変更等）

第８条 前条の規定による交付決定通知を受けた者（以下「交付決定者」とい

う。）は，申請内容を変更し，又は中止しようとするときは，指宿市空き家リ

フォーム事業補助金変更等申請書（第５号様式）を市長に提出し，その承認を

受けなければならない。

２ 交付決定者が，補助対象経費の変更を行おうとする場合，前項の申請書に，

変更後の補助対象経費（内訳を含む。）及び補助対象事業の内容が確認できる

書類の写しを添付しなければならない。

３ 市長は，第１項の申請を承認することが適当と認めたときは，指宿市空き家

リフォーム事業補助金交付決定変更等通知書（第６号様式）により交付決定者

に通知するものとする。

（実績報告）

第９条 交付決定者は，補助対象事業を完了したときは，当該年度の３月31日

（その日が指宿市の休日を定める条例（平成18年指宿市条例第２号）第１条第

１項に規定する市の休日に当たるときは，その日前において，その日に最も近

い休日でない日）までに指宿市空き家リフォーム事業補助金実績報告書（第７

号様式）に，次の各号に定める書類を添付して市長に報告しなければならない。

(1) 住民票の写し（利用者が実績報告する場合に限る。）

(2) 補助対象経費の請求書（内訳を含む。）の写し

(3) 補助対象経費の支払が確認できる書類の写し

(4) 補助対象事業の実施前後及び実施状況の写真

(5) その他市長が必要と認める書類

（補助金の額の確定）

第10条 市長は，前条の規定により報告された書類の審査及び必要に応じて行う

実地調査等により，補助金の交付の内容及びこれに付した条件に適合すると認

めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，指宿市空き家リフォーム事業補

助金交付確定通知書（第８号様式）により交付決定者に通知する。

（補助金の請求）

第11条 交付決定者は，前条の規定による通知を受けたときは，速やかに指宿市



空き家リフォーム事業補助金交付請求書（第９号様式）により，市長に補助金

の交付を請求するものとする。

（補助金の交付）

第12条 市長は，前条に規定する請求があったときは，速やかに補助金を交付決

定者に交付するものとする。

（交付決定の取消し等）

第13条 市長は，交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは，

補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(1) 補助金の申請に関し，偽りその他不正な行為があったとき。

(2) 第４条第１項第２号に該当する交付決定者が，補助金の交付を受けた日か

ら起算して３年以内に交付決定を受けた補助対象物件の取壊し，転売又は転

貸を行ったとき。

(3) 第４条第１項第２号に該当する交付決定者が，補助金の交付を受けた日か

ら起算して３年以内に転出又は転居したとき。

(4) 補助対象事業の遂行ができないとき。

(5) 前各号に掲げるもののほか，市長が特に必要と認めたとき。

２ 市長は，前項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場

合は，指宿市空き家リフォーム補助金交付決定及び交付確定取消通知書（第10

号様式）により交付決定者に通知するとともに，指宿市空き家リフォーム補助

金返還命令書（第11号様式）により期限を定めて当該補助金の全部又は一部の

返還を命ずることができる。

３ 第１項第２号及び第３号に該当するときに命ずる返還金の額は，交付された

補助金の額に別表第２に定める割合を乗じて得た額とする。

４ 市長は，第２項の規定にかかわらず，交付決定者にやむを得ない特別の事由

があると認めるときは，当該補助金の全部又は一部の返還を免除することがで

きる。

５ 市長は，前４項の規定により交付決定者に損害が生じることがあっても，そ

の賠償の責めを負わない。

（その他）

第14条 この告示に定めるもののほか，補助金の交付に関し必要な事項は，市長



が別に定める。

附 則

この告示は，令和５年４月１日から施行する。



別表第１（第５条関係）

備考

１ 補助対象経費は，消費税及び地方消費税を含むものとする。

２ 補助金の額は，算出した額又は補助対象経費に掲げる額に1,000円未満

の端数が生じたときは，これを切り捨てた額とする。

別表第２（第13条関係）

備考

算出した額に１円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てた額とする。

補助対象経費 補助金の額
補助金の

上限額

リフォーム工事に要する経費 左記の補助対象経

費に２分の１を乗

じて得た額

50万円

家財道具の処分に要する経費。（業者に依頼

する場合は，一般廃棄物処理業の認可を受け

ている市内業者に限る。）

左記の補助対象経

費に掲げる額

10万円

仏壇等の撤去に要する経費（仏壇，神棚等の

供養等に係る経費を除く。）

左記の補助対象経

費に掲げる額

５万円

市内業者が実施するハウスクリーニングに要

する経費

左記の補助対象経

費に掲げる額

３万円

補助対象者（同一世帯に属する者を含む。）

が自ら実施するリフォームにおける原材料費

として，補助対象者が支出する経費

左記の補助対象経

費に掲げる額

10万円

交付の日からの経過年数 返還金の割合

１年未満 ３分の３

１年以上２年未満 ３分の２

２年以上３年未満 ３分の１


